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令和 5年度一般会計 4 月 14 日専決補正予算の概要

専決処分第 9号

令和 5年度取手市一般会計補正予算（第 2号）

今回の専決処分は、以下の 2つの考え方に基づき、予算措置を行ったものです。

1点目は、マイナポイント事業の再延長への対応です。国は、令和 5年 3月 31 日に、

現在実施しているマイナポイント第 2弾のポイント申込期限を再度延長し、令和 5年

9 月末までとしました。市では、令和 5 年度一般会計補正予算(第 1 号)において、

令和 5年 5月末までの延長に対する経費を計上していたことから、再延長への対応を

要することとなりました。

2点目は、低所得の子育て世帯への生活支援特別給付金給付事業です。国は、令和

5 年 3 月 28 日に、子育て世帯生活支援特別給付金事業の実施を閣議決定しました。

その後の国からの通知において、可能な限り早期の給付が求められていることから、

実施に要する経費の予算措置を要することとなりました。

これらの予算措置について、特に緊急を要し市議会を招集する時間的余裕がない

ことが明らかであるため、4月 14 日付で専決処分を行いました。

1.補正予算の規模

補正予算の総額は、1億 2,527 万 6 千円の増額で、

補正後の予算総額は、410 億 4,232 万 4 千円となります。

●一般会計予算 4月 14 日補正額 (単位：千円)

区 分 補 正 額 の 財 源 内 訳

補正額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

125,276 125,256 0 20 0
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2.歳入補正の内容

1) 国庫支出金 1億 2,525 万 6 千円

・個人番号カード交付事務費補助金 1,340 万 2 千円増 (補助率：国 10/10)

・子育て世帯生活支援特別給付金給付事業補助金 1億 1,185 万 4 千円

(補助率：国 10/10)

【内訳】 (単位：千円)

2) その他 2万円

・雇用保険料本人負担分 2万円増

…子育て世帯生活支援特別給付金給付事業に係る会計年度任用職員の雇用

保険料の本人負担分

3.歳出補正の内容

1) マイナポイント申込み及びマイナンバーカード交付申請支援事業

1,340 万 2 千円増

マイナポイント申込期限の再度の延長に伴い、必要となる経費を計上します。

・消耗品費 5万円

・印刷製本費 9万9千円

・通信運搬費 20万円

・マイナポイント申込み及びマイナンバーカード交付申請支援業務委託料

1,305万3千円

…申請支援窓口の設置・運営の業務委託料

【マイナポイントに関する各種期限】

・ポイントの対象となるマイナンバーカードの申請期限 令和 5年 2月 28 日

・マイナポイントの申込期限 令和 5年 9月 30 日

【交付申請支援業務の実施体制・スケジュール】

・窓口の設置場所 取手庁舎：議会棟第 4委員会室

藤代庁舎：藤代総合窓口課隣

・窓口の設置期間 令和 5年 9月末まで(平日のみ)

・窓口でのサポート内容

各窓口に専属スタッフと申込用端末を配置し、マイナポイントについて、

ご自身での手続きが困難な方への申込みサポートを行います。また、マイナ

ンバーカードの申請希望者へ写真撮影などのサポートも行います。

項目 事業費補助金 事務費補助金 合計

ひとり親世帯分 55,000 3,772 58,772

その他世帯分 50,000 3,082 53,082

合計 105,000 6,854 111,854
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2) 子育て世帯生活支援特別給付金給付事業 1億 1,187 万 4 千円

国は、食費等の物価高騰に直面し、影響を特に受ける低所得の子育て世帯に対し、

その実情を踏まえた生活の支援を行うため、児童一人あたり一律 5万円の特別給付

金を給付することとしました。その実施に必要な経費を計上します。

ア．子育て世帯生活支援特別給付金給付事業(ひとり親世帯分) 5,878 万 2 千円

①支給対象者

(1) 令和 5年 3月分の児童扶養手当受給者 (申請不要)

(2) 公的年金等受給による令和 5年 3月分の全額停止者 (要申請)

(3) 児童扶養手当受給水準の家計急変者 (要申請)

②支給見込者数 771 世帯・1,100 人

③支給スケジュール

・(1)の申請が不要な対象者には、児童扶養手当の支給情報をもとに、可能な

限り 5月末までに支給

・(2)(3)の申請が必要な対象者については、申請書の提出を受け、審査後、

順次支給

 

イ．子育て世帯生活支援特別給付金給付事業(その他世帯分) 5,309 万 2 千円

①支給対象者

(1) 令和 4年度の「低所得の子育て世帯に対する子育て世帯生活支援特別給付

金（その他世帯分）」を受給した者（申請不要）

(2) (1)のほか、令和 6年 2月末までに出生した 18 歳年度末までの児童（障害

のある児童については 20 歳未満）を養育する者で、住民税均等割が非課税

である者、または家計の急変により住民税均等割非課税相当の状況にあると

認められる者（要申請）

②支給見込者数 625 世帯・1,000 人

③支給スケジュール

・(1)の申請が不要な対象者には、昨年度の支給情報をもとに、可能な限り

5月末までに支給

・(2)の申請が必要な対象者については、申請書の提出を受け、審査後、順次

支給



1

議案説明資料：財政課

令和 5 年度一般会計 6月補正予算（案）の概要

議案第 43 号

令和 5年度取手市一般会計補正予算（第 3号）

新型コロナウイルスワクチン接種について、国は特例臨時接種の期間を令和 6 年

3月 31 日まで延長し、令和 5年度においても自己負担のないワクチン接種を継続する

こととなりました。この決定に伴い、国から令和 5年度のワクチン接種の枠組みが示

されたことから、必要な経費について補正予算を計上します。

1.補正予算の規模

補正予算の総額は、5億 207 万 2 千円の増額で、

補正後の予算総額は、415 億 4,439 万 6 千円となります。

●一般会計予算 6月 8日先議補正額 (単位：千円)

2.主な歳入補正の内容

1) 国県支出金 5億 199 万 9 千円

新型コロナウイルスワクチン接種に関連した負担金・補助金

5億 199 万 9 千円(負担・補助率：国県 10/10)

【内訳】

・新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金

2億 4,153 万円(負担率：国 10/10)

・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金

2億 5,509 万 3 千円(補助率：国 10/10)

・新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業補助金

537 万 6 千円(補助率：県 10/10)

2) その他 7万 3千円

・雇用保険料本人負担分 7万 3千円

…会計年度任用職員の雇用保険料の本人負担分

区 分 補 正 額 の 財 源 内 訳

補正額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

502,072 501,999 0 73 0
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3.主な歳出補正の内容

新型コロナウイルスワクチン接種推進事業 5億 207 万 2 千円

国から、特例臨時接種の延長に伴う初回接種の継続と年2回の追加接種の枠組みが

示されたことから、取手市における接種体制を継続するため、必要となる経費を計上

します。

【主な経費】

・個別及び集団・巡回接種委託料 2億 4,043 万 3 千円

【内訳】

予防接種委託料(個別接種分) 1 億 8,571 万 5 千円

集団・巡回予防接種委託料 5,471 万 8 千円

・コールセンター業務委託料 7,388 万 4 千円

…接種の予約等を受け付けるためのコールセンターの運営経費

・医療機関での個別接種促進支援金 6,736 万円

…個別接種に協力いただける医療機関への支援金

※令和 4年度までは、県が「新型コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金」

を活用して実施しており、令和 5年度は「新型コロナウイルスワクチン接

種体制確保事業費補助金」に統合されたことから市の予算に計上。

・新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業従事者派遣委託料

3,184 万 5 千円

…集団接種会場の運営等を行う従事者の派遣委託料

・通信運搬費 1,241 万 1 千円

…接種券の発送にかかる郵送料

・接種会場設営委託料 722 万 5 千円

…集団接種会場の設営経費

・時間外休日集団接種医療従事者派遣協力金 537 万 6 千円

…各医療機関から、その医療機関の診療時間外や休日に集団接種会場に医療従

事者が派遣された場合に、派遣元医療機関に支給する協力金

（財源は、県の新型コロナウイルス感染症緊急包括支援事業補助金）

【令和 5年度の新型コロナウイルスワクチン接種の概要】

初回接種を継続しつつ、追加接種を春・秋の 2回に分けて実施

・春開始接種（5月 8日～8月末）

対象：65 歳以上の高齢者、5歳から 64 歳の基礎疾患を有する者、医療・介護

従事者、5～11 歳のオミクロン株対応ワクチン未接種者

・秋開始接種（9月～12 月）

対象：5歳以上のすべての者(春開始接種の対象者を含む)

【集団接種の予定】

・春開始接種(6 月～7月) 10 日間

・秋開始接種(9 月～12 月) 70 日間

会場は取手ウェルネスプラザ・藤代公民館を予定
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議案第 44 号

令和 5年度取手市一般会計補正予算（第 4号）

今回の補正予算は、

１点目に、令和 5年度当初予算を骨格予算として編成したことに伴い、当初予算への

計上を見送った政策的な事業

２点目に、国県等からの特定財源の交付が見込まれることとなった事業

３点目に、その他、当初予算編成後の状況の変化に対応するための経費

以上、３つの考え方に基づき、補正予算を計上します。

1.補正予算の規模

補正予算の総額は、9億 360 万 9 千円の増額で、

補正後の予算総額は、424 億 4,800 万 5 千円となります。

●一般会計予算 6月補正額 (単位：千円)

2.主な歳入補正の内容

1) 国県支出金

・デジタル田園都市国家構想交付金 451 万 8 千円(補助率：国 1/2)

…市が実施するキャッシュレス決済導入事業に対し交付される国補助金

・就学前教育・保育施設整備交付金 1,459 万 8 千円(補助率：国 1/2)

…光風台幼稚園の施設改修に対し、市を経由して事業者へ交付される国補助金

・文化芸術振興費補助金 634 万 9 千円(補助率：国 1/2)

…取手アートプロジェクト実行委員会が実施する事業に対し、市を経由して同

実行委員会へ交付される国補助金

・地域少子化対策重点推進交付金 800 万円(補助率：県 2/3)

…市が実施する結婚新生活支援事業に対し交付される県補助金

2) 地方債

・市道整備事業債 1,040 万円増 ・都市排水路整備事業債 610 万円

・合併特例債 4億 4,210 万円増 ・公共施設等除却債 900 万円

・認定こども園整備事業債 580 万円 ・脱炭素化推進事業債 9,900 万円

…今回の補正予算に計上する歳出事業費の財源として計上する地方債

区 分 補 正 額 の 財 源 内 訳

補正額 国県支出金 地方債 その他 一般財源

903,609 39,483 572,400 49,180 242,546
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3) その他

・移住・定住・交流推進支援事業助成金 200 万円

…市が実施する移住推進事業に対して、一般財団法人地域活性化センターから

交付される助成金

・コミュニティ助成事業助成金(地域の芸術環境づくり) 500 万円

…取手アートプロジェクト実行委員会が実施する事業に対し、一般財団法人自

治総合センターから市を経由して同実行委員会へ交付される助成金

4) 一般財源

・財政調整基金繰入金 2億 4,222 万 7 千円増

今回の補正の財源調整により、財政調整基金繰入金を増額します。

5) 主な基金の状況

各種基金の今回補正による増減と現在高 (単位：千円)

3.主な歳出補正の内容

1) 骨格予算に対する肉付け事業 5億 7,673 万 6 千円

令和5年度当初予算を骨格予算として編成したことに伴い、当初予算への計上を見

送った政策的な事業を計上します。

【公共施設整備事業】

・取手庁舎ＬＥＤ化改修事業 1億 1,000 万円

・グリーンスポーツセンター エレベーター改修事業 2,200 万円

・グリーンスポーツセンター 下水道接続事業(実施設計) 346 万 5 千円

・分庁舎非常用階段改修事業 464 万 2 千円

【市道改良事業】

・小文間(市道 5148 号線) 507 万 1 千円

・井野団地外周道路(市道 0115 号線他) 8,910 万円

・戸頭新屋敷(市道 2241 号線他) 2,235 万 6 千円

・井野台四丁目(市道 3276 号線他) 6,800 万 8 千円

・米ノ井弁才天(市道 0203 号線) 1 億 5,800 万 9 千円

【都市排水整備事業】

・稲雨水幹線 4,860 万 9 千円

・藤代地区雨水排水 826 万 1 千円

基 金 補正前残高 繰入額 補正後残高

財政調整基金 1,962,611 242,227 1,720,384

公共施設整備基金 966,398 26,530 939,868

学校施設整備基金 300,701 5,230 295,471

ふるさと取手応援基金 1,007,306 2,730 1,004,576
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・下高井水砂雨水排水 1,508 万 1 千円

・米ノ井道路排水 1,398 万 1 千円

【学校施設整備事業】

・戸頭小学校バリアフリー改修事業(実施設計) 232 万 1 千円

・藤代南中学校バリアフリー改修事業(実施設計) 350 万円

【その他の事業】

・子ども・子育て事業計画策定事業 233 万 2 千円

2) 国県等からの財源が見込まれることとなった事業

国・県等からの補助金や助成金の交付決定を受けた、または今後決定が見込まれる

事業について、予算を計上します。

【結婚新生活支援事業】 1,205 万 4 千円

婚姻に伴う経済的負担の軽減、少子化対策の強化に資するため、満 39 歳以下の新

婚夫婦に対し、住宅の取得や賃借、引っ越し等に要する費用の一部について補助金を

交付します。(財源：地域少子化対策重点推進交付金)

【移住推進事業】 200 万円

取手市の認知度向上を目指し、東京メトロ主要駅で配布されるフリーペーパーや新

聞、ウェブサイト等を媒体として取手市の魅力を発信するコンテンツを提供します。

(財源：移住・定住・交流推進支援事業助成金)

【キャッシュレス決済導入事業】 968 万 7 千円

住民票等の諸証明の発行を行う課所に、キャッシュレス決済が可能となる専用端末

を導入します。(財源：デジタル田園都市国家構想交付金)

【認定こども園整備費補助金】 2,189 万 7 千円

光風台幼稚園が実施する、施設内のトイレ改修工事等に対し、補助金を交付します。

(財源：就学前教育・保育施設整備交付金)

工事費に対する負担割合内訳 (単位：千円)

※国負担分と市負担分の合計を市の予算に計上

【取手アートプロジェクト実施事業への補助金・助成金】 1,134 万 9 千円

取手アートプロジェクト実行委員会が今年度実施する、「ウェルビーイングを広げ

る文化芸術創造拠点形成事業」及び「郊外型アーツ・センター実践プロジェクト」に

対し、文化庁及び一般財団法人自治総合センターからの補助金・助成金が、市を経由

して交付されます。(財源：文化芸術振興費補助金・コミュニティ助成事業助成金)

工事費総額 国負担額 市負担額 事業者負担額

29,197 14,598 7,299 7,300
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3) 当初予算編成後の状況の変化に対応するための経費

当初予算の編成後に生じた様々な状況変化に対応するための経費について、必要な

予算を計上します。

【空き店舗活用事業補助金】 390 万円増

当初予算編成後、新規の補助金申請者が増加したことから、今後、新たに補助金申

請が発生した際に不足を生じるおそれがあるため、増額します。

【内訳】

・家賃補助 月 50,000 円×9か月×2件 ＝ 900,000 円

・店舗改装費補助 3件 3,000,000 円

【市営住宅解体工事】 1,005 万 4 千円

市営南住宅の 2棟 4戸について、全ての居住者が退去し、地域からも解体要望が寄

せられていることから、早急に解体工事を実施します。

【戸頭公民館空調設備改修工事】 5,247 万円

戸頭公民館の空調設備改修については、令和 4年度の 12 月補正予算で実施設計を

予算計上し、事業を進めておりました。今回、概算工事費が算出できたことから、工

事費を予算計上します。

【過年度国庫支出金等過誤納返還金】 1億 8,160 万円増

令和 3年度から 4年度にかけて実施した、住民税非課税世帯等に対する臨時特別給

付金事業及び住民税非課税世帯等に対する価格高騰緊急支援給付金事業の実績額が

確定したため、既交付額のうち超過分を返還します。

(単位：千円)

≒181,600

市営住宅名 建築年 築年数 構造 解体数 備考

南住宅 昭和40年 58 年 木造平屋 2棟 4戸 全棟解体

事業名
予算計上

時期
既交付額 実績額

超過額

(返還額)

臨時特別給付金 R3.12 月 1,314,925 1,176,925 138,000

価格高騰緊急支援給付金 R4.10 月 596,569 552,986 43,583

合計 1,911,494 1,729,911 181,583



【一般会計】

(追加) （単位：千円）

1
事務用ノートパソコン使用料
（令和５年度）

情報管理課 R5～R10 10,858

職員の増加や事務のデジタル化によりパソコンの
不足が生じているため、必要数量である20台を令
和5年度から令和10年度までリースにより確保す
る。

2
キャッシュレス決済導入業務委
託

情報管理課 R5～R7 0

市民の利便性向上と非接触型社会の実現を図るた
め、諸証明書の発行におけるキャッシュレス決済
対応機器の導入費用と令和5年度から令和7年度ま
での運用経費を一括で契約する。

3
暗証番号入力用
タッチモニター使用料

市民課 R5～R8 138

マイナンバーカード交付者数の増加に伴う窓口業
務に対応するため、暗証番号入力用のタッチモニ
ター1台を令和5年度から令和8年度まで新規リース
する。

4
第三期子ども・子育て支援事業
計画策定業務委託

子育て支援
課

R5～R6 3,124

令和7年度から11年度を計画期間とする第三期の子
ども・子育て支援事業計画を策定するに当たり、
令和5年度から6年度までの2年間を委託期間として
一括契約する。

合　　　　　計 14,120

令和５年度６月補正予算 債務負担行為設定資料

№ 債務負担行為設定項目 担当課 期　間 限度額 説　　　　　明
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議案説明資料：財政課 

 

 

令和 5年度一般会計 6月追加補正予算（案）の概要 
 

 

議案第 45号 

令和 5年度取手市一般会計補正予算（第 5号） 

 

国は、令和 4年度末に、エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活

者や事業者に対し、自治体が地域の実情に合わせて必要な支援を実施できるよう、新

型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の「電力・ガス・食料品等価格高騰

重点支援地方交付金」を増額し、自治体に配分することとしました。この交付金を活

用して実施する事業について、補正予算を計上します。 

また、取手市の地域再生計画である「とりで未来創造プラン推進計画」に掲げる「ま

ち・ひと・しごと創生寄附活用事業」に対し、市内大手企業から企業版ふるさと納税

による寄附の申出があったことから、取手駅西口ペデストリアンデッキに設置する時

計塔作品の制作経費を計上します。 

 

 

1.補正予算の規模 

 補正予算の総額は、6億 8,157万 6千円の増額で、 

補正後の予算総額は、431億 2,958万 1千円となります。 

 

●一般会計予算 6月追加補正額          (単位：千円) 

区 分 補 正 額 の 財 源 内 訳 

補正額 国県支出金 地方債 その他 一般財源 

681,576 666,608 0 5,038 9,930 

 

 

2.主な歳入補正の内容 

 1) 国補助金   6億 6,660万 8千円 

・新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 

電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金   6億 6,660万 8千円 

 

 ア．低所得世帯支援枠分 3億 8,548万 1千円 

   物価高騰等の負担感が大きい低所得世帯への支援枠として、1 世帯当たり

30,000円の支援を基準として交付されます。 

   ※現時点で国から示されている交付限度額 2億 6,501万 5千円は、令和 3年度

住民税非課税世帯等臨時特別給付金における支給世帯数に 0.7を乗じて算定

されており、残額は事業の実施後に実績に基づき交付されます。 
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 イ．国が推奨する事業メニュー分 2億 8,112万 7千円 

   エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対する

支援を行うための財源として交付されます。 

【電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金の取手市分交付限度額一覧】 

区分 
交付限度額 

(千円) 

市予算への 

計上時期 

国予備費(R4.9月閣議決定分) 236,705 R4予算(10月) 

国予備費(R5.3月閣議決定分) 546,142 

R5予算(今回計上分)  うち低所得世帯支援枠分 265,015 

うち国推奨事業メニュー分 281,127 

 

 

 2) 企業版ふるさと納税寄附金   500万円 

市内大手企業から、企業版ふるさと納税による寄附の申出をいただいたことから、

寄附金を計上します。 

 

 

 3) 一般財源  

 ・財政調整基金繰入金 993万円増 

今回の補正の財源調整により、財政調整基金繰入金を増額します。 

財政調整基金の今回補正による増減と現在高      (単位：千円) 

基  金 補正前残高 繰入額 補正後残高 

財政調整基金 1,720,384 9,930 1,710,454 

 

 

3.主な歳出補正の内容 

 1) 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金給付事業  

3億 8,551万 9千円 

 エネルギー・食料品価格等の物価高騰による負担増を踏まえ、特に家計への影響が

大きい低所得世帯に対し、1世帯あたり 30,000円を給付するため、その実施に必要な

経費を計上します。 

①支給対象世帯(以下の条件を全て満たす世帯が対象) 

・同一の世帯に属する全員が、令和 5年度の住民税均等割非課税であること 

・令和 5年 6月 1日における取手市の住民基本台帳に登録されていること 

・住民税が課税されている者の扶養親族等のみで構成される世帯ではないこと 

②支給見込世帯数 12,200世帯 

③支給スケジュール 

 ・令和 5年度の住民税の課税決定の後、対象者の抽出作業を実施 

 ・7月上旬に、対象者へ確認書を送付 

 ・確認書の返送を受けて支給(初回の給付は 7月下旬を予定) 

 



3 

 

 2) 電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金活用事業  

2億 9,105万 7千円 

エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けた生活者や事業者に対する支援

を行うための財源として交付される、「電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方

交付金」の国推奨事業メニュー分を活用して、「生活者支援」「事業者支援」の 2つを

柱とした対策を実施します。 

 

【内訳】 

①生活者支援  1億 2,947万 7千円               (単位：千円) 

事業名 事業費 事業概要 

給食費等の 

負担軽減事業 
73,914 

食材の価格が高騰する中、保育所等・市立小中学

校における給食費への価格転嫁による保護者負担

の増大を防ぐため、食材費高騰の相当額を措置し

ます。 

要保護・準要保護世帯

支援事業 
3,757 

物価高騰等の負担感が大きい就学援助世帯の児

童・生徒に読書感想文の課題図書等を配布するこ

とにより、就学援助世帯の経済的支援を行い、児

童・生徒の学習機会の確保を図ります。 

省エネ家電買換え 

支援事業補助金 
51,806 

燃料価格・物価高騰に対する市民生活の負担を軽

減するとともに、家庭における二酸化炭素排出量

の削減を図るため、既存の家電製品を省エネ家電

製品へ買い換える市民へ補助金を交付します。 

 

②事業者支援  1億 6,158万円                 (単位：千円) 

事業名 事業費 事業概要 

民間保育園等 

物価高騰対策支援金 
23,406 

燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、民

間保育園等を運営する事業者に対し、支援金を交

付します。 

福祉事業所等 

物価高騰対策支援金 
33,000 

燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、高

齢者福祉施設・障害者福祉施設等を運営する事業

者に対し、支援金を交付します。 

生産販売農家 

緊急補助金 
42,059 

燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、生

産販売農家に対し、支援金を交付します。 

運送事業者等 

事業継続支援金 
43,115 

燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、運

送事業者等に対し、支援金を交付します。 

地域公共交通等 

支援事業補助金 
20,000 

市民の日常生活に必要な移動手段を維持するた

め、地域公共交通事業者等を対象に、燃料価格・

物価高騰に対する経営支援を行います。 
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 3)企業版ふるさと納税を活用した時計塔作品の制作   500万円 

取手市の地域再生計画である「とりで未来創造プラン推進計画」に掲げる「まち・

ひと・しごと創生寄附活用事業」に対し、市内大手企業から、企業版ふるさと納税に

よる寄附の申出をいただきました。具体的な使途について協議を行った結果、現在区

画整理事業において工事を行っている取手駅西口ペデストリアンデッキに時計塔の

機能を持つ芸術作品を制作することとなりました。制作は東京芸術大学に委託します。 

・取手駅西口駅前交通広場時計塔制作業務委託料  500万円 

 



(単位：千円)

国・県
(交付金除)

地方債 その他 交付金 一般財源

1 給食費等の負担軽減事業 73,914 70,831 3,083

食材の価格が高騰する中、保育所等・市立小中
学校における給食費への価格転嫁による保護
者負担の増大を防ぐため、食材費高騰の相当額
を措置する。

2
要保護・準要保護世帯
支援事業

3,757 3,600 157

物価高騰等の負担感が大きい就学援助世帯の
児童・生徒に読書感想文の課題図書等を配布す
ることにより、就学援助世帯の経済的支援を行
い、児童・生徒の学習機会の確保を図る。

3
省エネ家電買換え
支援事業補助金

51,806 49,644 2,162

燃料価格・物価高騰に対する市民生活の負担を
軽減するとともに、家庭における二酸化炭素排
出量の削減を図るため、既存の家電製品を省エ
ネ家電製品へ買い換える市民へ補助金を交付
する。

小計 129,477 0 0 0 124,075 5,402

4
民間保育園等
物価高騰対策支援金

23,406 22,430 976
燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、
民間保育園等を運営する事業者に対し、支援金
を交付する。

5
福祉事業所等
物価高騰対策支援金

33,000 33,000 0
燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、
高齢者福祉施設・障害者福祉施設等を運営する
事業者に対し、支援金を交付する。

6 生産販売農家緊急補助金 42,059 40,305 1,754
燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、
生産販売農家に対し、支援金を交付する。

7
運送事業者等
事業継続支援金

43,115 41,317 1,798
燃料価格・物価高騰に対する経済支援として、
運送事業者等に対し、支援金を交付する。

8
地域公共交通等
支援事業補助金

20,000 20,000 0
市民の日常生活に必要な移動手段を維持する
ため、地域公共交通事業者等を対象に、燃料価
格・物価高騰に対する経営支援を行う。

小計 161,580 0 0 0 157,052 4,528

291,057 0 0 0 281,127 9,930

新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金 　活用事業　一覧
（電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援地方交付金 推奨事業メニュー分）

財源内訳

合計

項目 事業 事業費 内容

生
活
者
支
援

事
業
者
支
援
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